
 

平成 28年 12月 22日 木曜日      鳥 取 県 公 報           号外第 117号   

- 1 - 

 鳥取県公報 
平成 28年 12月 22 日（木） 

号外第１１７号 

毎週火・金曜日発行 

 

目 次 

◇ 条 例  鳥取県における歴史資料として重要な公文書等の保存等に関する条例 

（54）（政策法務課）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６ 

        鳥取県控除対象特定非営利活動法人の指定手続等に関する条例の一部を改正する条例 

（55）（参画協働課）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９ 

職員の勤務時間、休暇等に関する条例等の一部を改正する条例（56）（人事企画課）・・11 

鳥取県特別医療費助成条例の一部を改正する条例（57）（子育て応援課）・・・・・・・15 

鳥取県薬物の濫用の防止に関する条例の一部を改正する条例（58）（医療指導課）・・・17 

鳥取県営住宅の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

（59）（住まいまちづくり課）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・18 

貸付金の返還に係る債務の免除に関する条例の一部を改正する条例 

（60）（会計指導課）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・19 

鳥取県手数料徴収条例の一部を改正する条例（61）（〃）・・・・・・・・・・・・・・21 

警察署の名称、位置及び管轄区域に関する条例及び鳥取県警察署協議会条例の一部を改 

正する条例（62）（警察本部警務課）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・22 

鳥取県警察手数料条例の一部を改正する条例（63）（警察本部運転免許課）・・・・・・24 

◇ 規 則  鳥取県控除対象特定非営利活動法人の指定手続等に関する条例施行規則の一部を改正す 

る規則（59）（参画協働課）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・29 

鳥取県医師養成確保奨学金貸付規則の一部を改正する規則（60）（医療政策課）・・・・30 

◇ 告  示  鳥取県医師養成確保奨学金貸付規則に規定する知事が指定する病院の一部改正 

（754）（医療政策課）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・32 

鳥取県臨時特例医師確保対策奨学金貸付規則による病院の指定の一部改正 

（755）（〃）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・33 

鳥取県臨床研修医研修資金貸付金貸付規則による指定病院等及び特定診療科の指定の一 

部改正（756）（〃）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・34 



- 2 -

公布された条例のあらまし

◇鳥取県における歴史資料として重要な公文書等の保存等に関する条例の新設について

１ 条例の新設理由

県、市町村及び県民等（県民及び県内に事務所を有する法人その他の団体（県及び市町村を除く。）をい

う。以下同じ。）の保有する歴史資料として重要な公文書等（以下「歴史公文書等」という。）の保存及び利

用に関し、基本理念を定め、歴史公文書等を保有するもの（以下「保有主体」という。）の責務を明らかにす

ること等により、歴史公文書等の適切な保存及び利用を図り、もって開かれた県政の推進と本県の学術及び文

化の発展に資する。

２ 条例の概要

(１) 基本理念

歴史公文書等は、県民の知る権利を保障するものとして、また、地域の重要な歴史的事実などを後世に

伝えていくものとして、現在及び将来の県民全体にとって価値の高い知的資源であることに鑑み、それぞ

れの保有主体が適切に保存し、及び利用に供することを原則としつつ、県、市町村及び県民等の相互の連

携と協力により、将来の世代に引き継がれなければならない。

(２) 保有主体の責務等

ア 県の責務

(ア) 県（県が設立した地方独立行政法人並びに鳥取県住宅供給公社及び鳥取県土地開発公社を含む。）

が保有する歴史公文書等を適切に保存し、利用に供するものとする。

(イ) 市町村及び県民等に対し、必要に応じ、歴史公文書等の保存及び利用に関する協力を行うものとす

る｡

イ 市町村の役割

(ア) 市町村が保有する歴史公文書等の保存及び利用に関し、適切な措置を講ずるものとする。

(イ) 必要に応じ、歴史公文書等に関する県の取組に協力するとともに、歴史公文書等を保有する県民等

に対し、その保存及び利用に関する協力を行うよう努めるものとする。

ウ 県民等の役割

県及び市町村と協力しながら、その保有する歴史公文書等を適切に保存するよう努めるとともに、でき

るだけこれを公開する等その文化的活用に努めるものとする。

(３) 鳥取県立公文書館

ア 特定歴史公文書等を保存し、県民の利用に供するとともに、歴史公文書等に関連する調査研究を行うた

め、鳥取県立公文書館（以下「公文書館」という。）を鳥取市に設置する。

イ 公文書館は、県、市町村及び県民等が相互に連携し、協力して行う歴史公文書等の保存及び利用に関す

る取組において中心的役割を果たすものとする。

ウ 公文書館の業務、開館時間、休館日、禁止行為その他その管理に関する事項を定める。

(４) 施行期日は、平成29年４月１日とする。

(５) 鳥取県立公文書館の設置及び管理に関する条例は、廃止する。

◇鳥取県控除対象特定非営利活動法人の指定手続等に関する条例の一部改正について

１ 条例の改正理由

特定非営利活動促進法の一部が改正され、特定非営利活動法人の事業報告書の備置期間が延長されたこと等

に鑑み、所要の改正を行う。

２ 条例の概要

(１) 控除対象特定非営利活動法人に係る役員報酬規程等の備置期間又は公開期間は、５年間（現行 ３年

間）とする。
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(２) その他所要の規定の整備を行う。

(３) 施行期日等

ア 施行期日は、平成29年４月１日とする。

イ 所要の経過措置を講ずる。

◇職員の勤務時間、休暇等に関する条例等の一部改正について

１ 条例の改正理由

地方公務員の育児休業等に関する法律等の一部が改正され、職員の育児及び介護の支援のための制度が拡充

されたことに伴い、所要の改正を行う。

２ 条例の概要

(１) 職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び県費負担教職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正

ア 要介護者のある職員は、時間外勤務をしないことができることとする。

イ 介護休暇を３つの期間に分割して取得できることとする。

ウ 要介護者のある職員は、介護のため１日につき２時間の範囲内で勤務しないことができることとする。

エ 介護時間により勤務しない時間については、給与を減額する。

(２) 職員の育児休業等に関する条例の一部改正

条例で定める育児休業等に係る法律上の親子関係に準じる関係にある子は、養子縁組里親として児童を

委託することができない職員に養育里親として委託されている児童とする。

(３) その他所要の規定の整備を行う。

(４) 施行期日は、平成29年１月１日とする。

◇鳥取県特別医療費助成条例の一部改正について

１ 条例の改正理由

小児慢性特定疾病にかかっている者、ひとり親世帯及び子育て世帯の経済的負担の軽減を図るため、特別医

療費の助成の対象を拡大する。

２ 条例の概要

(１) 補助金の交付の対象となる小児慢性特定疾病にかかっている者、ひとり親世帯及び子どもに係る医療費

に訪問看護に要する費用を加える。

(２) 施行期日等

ア 施行期日は、平成29年４月１日とする。

イ 所要の経過措置を講ずる。

◇鳥取県薬物の濫用の防止に関する条例の一部改正について

１ 条例の改正理由

県内において大麻栽培の免許を受けた者が栽培地の監視を行えなくなり、免許を取り消すこととなった事件

が発生したことに鑑み、県内において大麻草等の栽培をさせないようにするため、所要の改正を行う。

２ 条例の概要

(１) 知事は、大麻草の栽培の免許をしない等の措置をとることとする。

(２) 施行期日は、公布日とする。

◇鳥取県営住宅の設置及び管理に関する条例の一部改正について

１ 条例の改正理由

施設の老朽化に伴い、宇倍野第１団地及び宮岡団地を廃止する。

２ 条例の概要

(１) 次のとおり、県営住宅を廃止する。
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名称 位置

宇倍野第１団地 鳥取市国府町町屋

宮岡団地 八頭郡八頭町国中

(２) 施行期日は、公布日とする。

◇貸付金の返還に係る債務の免除に関する条例の一部改正について

１ 条例の改正理由

県内における医師の確保を図るため、医師養成確保奨学金の返還に係る債務免除の要件について所要の改正

を行う。

２ 条例の概要

(１) 知事が特に指定する病院（国立大学法人鳥取大学医学部附属病院）の全ての診療科（現行 知事が指定

する診療科（小児科、産科、救急科及び精神科））の業務に従事する期間を、３年を上限として、医師養成

確保奨学金の返還に係る債務の免除の要件である常勤医師としての業務に従事する期間として認めることと

する。

(２) 施行期日等

ア 施行期日は、公布日とする。

イ 所要の経過措置を講ずる。

◇鳥取県手数料徴収条例の一部改正について

１ 条例の改正理由

食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律の一部が改正され、指定検査機関の指定権限が厚生労働大

臣から知事に移譲されたことに伴い、所要の改正を行う。

２ 条例の概要

(１) 食鳥検査に係る手数料を徴収する者を厚生労働大臣が指定する者から知事が指定する者に改める。

(２) 施行期日は、平成29年４月１日とする。

◇警察署の名称、位置及び管轄区域に関する条例及び鳥取県警察署協議会条例の一部改正について

１ 条例の改正理由

鳥取県八橋警察署の名称変更に伴い、所要の改正を行う。

２ 条例の概要

(１) 鳥取県八橋警察署の名称を鳥取県琴浦大山警察署に、鳥取県八橋警察署協議会の名称を鳥取県琴浦大山

警察署協議会に改める。

(２) 施行期日は、規則で定める日とする。

◇鳥取県警察手数料条例の一部改正について

１ 条例の改正理由

(１) 道路交通法の一部が改正され、自動車の種類として準中型自動車が設けられたこと、及び高齢者に対す

る講習が見直されたことに伴い、これらの運転免許に関する事務について、新たに手数料を徴収する。

(２) 道路交通法施行令の一部が改正され、手数料の標準となる額が変更されたことに鑑み、運転免許に関す

る事務に係る手数料の額を見直す。

２ 条例の概要

(１) 運転免許に関する事務について、次のとおり新たに手数料を徴収する。

ア 準中型自動車免許に関する事務

(ア) 運転免許試験、運転技能検査、技能検定員審査、教習指導員審査及び取得時講習（普通自動車免許

を受けている者に対するものに限る。） 大型自動車免許及び中型自動車免許に係るものと同額
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(イ) 再試験 4,650円又は2,000円

(ウ) 取得時講習（(ア)に掲げるものを除く。） １時間につき3,400円

(エ) 初心運転者講習 １時間につき2,150円

イ 臨時高齢者講習 2,400円又は5,650円

(２) 運転免許に関する事務に係る手数料について、次のとおりその額を改める。

ア 大型自動車免許及び中型自動車免許に関する事務に係る手数料

(ア) 運転免許試験 1,600円～7,050円（現行 1,600円～7,400円）

(イ) 運転技能検査 4,050円又は6,700円（現行 3,650円又は6,650円）

(ウ) 技能検定員審査 １件につき750円～23,100円（現行 750円～23,450円）

(エ) 教習指導員審査 １件につき750円～14,600円（現行 750円～14,950円）

(オ) 取得時講習 １時間につき4,100円（現行 4,650円）

イ 高齢者講習に係る手数料

(ア) 70歳以上75歳未満の者に対するもの 2,000円又は4,650円（現行 2,250円又は5,600円）

(イ) 75歳以上の者に対するもの 2,000円～7,550円（現行 2,250円又は5,200円）

(３) その他所要の規定の整備を行う。

(４) 施行期日等

ア 施行期日は、平成29年３月12日とする。

イ 所要の経過措置を講ずる。

公布された規則のあらまし

◇鳥取県控除対象特定非営利活動法人の指定手続等に関する条例施行規則の一部改正について

１ 規則の改正理由

鳥取県控除対象特定非営利活動法人の指定手続等に関する条例の一部改正に伴い、所要の改正を行う。

２ 規則の概要

(１) 指定の申出書の提出があったときの公表は、インターネットを利用する方法（現行 鳥取県公報による

公告）により行うものとする。

(２) 施行期日は、平成29年４月１日とする。

◇鳥取県医師養成確保奨学金貸付規則の一部改正について

１ 規則の改正理由

県内における医師の確保を図るため、医師養成確保奨学金の返還に係る債務の免除の要件である常勤医師と

しての業務に従事する期間及び債務の履行を猶予する期間について所要の改正を行う。

２ 規則の概要

(１) 知事が特に指定する病院（国立大学法人鳥取大学医学部附属病院）の知事が指定する診療科（小児科、

産科、救急科及び精神科）以外の診療科の業務に従事する期間を、１年を上限として、医師養成確保奨学金

の返還に係る債務の免除の要件である常勤医師としての業務に従事する期間として認めることとする。

ただし、知事が特に認める場合は、この限りでない。

(２) 医師養成確保奨学金の借受者が、知事が特に指定する病院（国立大学法人鳥取大学医学部附属病院）の

知事が指定する診療科（小児科、産科、救急科及び精神科）以外の診療科の業務に従事する期間を、３年を

上限として、医師養成確保奨学金の返還に係る債務の履行を猶予する期間として認めることとする。

(３) 施行期日は、公布日とする。
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条 例
鳥取県における歴史資料として重要な公文書等の保存等に関する条例をここに公布する。

平成28年12月22日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県条例第54号

鳥取県における歴史資料として重要な公文書等の保存等に関する条例

目次

第１章 総則（第１条－第４条）

第２章 保有主体の責務等（第５条－第８条）

第３章 鳥取県立公文書館（第９条－第14条）

附則

第１章 総則

（目的）

第１条 この条例は、歴史公文書等の保存及び利用に関し、基本理念を定め、歴史公文書等を保有するもの（以

下「保有主体」という。）の責務を明らかにすること等により、歴史公文書等の適切な保存及び利用を図り、

もって開かれた県政の推進と本県の学術及び文化の発展に資することを目的とする。

（定義）

第２条 この条例において「歴史公文書等」とは、歴史資料として重要な公文書その他の文書（図画、写真、ス

ライド、マイクロフィルム及び電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識すること

ができない方式で作られた記録をいう。）を含む。）をいう。

２ この条例において「県民等」とは、県民及び県内に事務所を有する法人その他の団体（県及び市町村を除

く。）をいう。

（基本理念）

第３条 歴史公文書等は、県民の知る権利の保障に資するものや地域の重要な歴史的事実を伝えるものなど、現

在及び将来の県民全体にとって価値の高い知的資源であることに鑑み、それぞれの保有主体が適切に保存し、

及び利用に供することを原則としつつ、県、市町村及び県民等の相互の連携と協力により、将来の世代に引き

継がれなければならない。

（他の条例等との関係）

第４条 歴史公文書等の管理については、他の条例又は法律若しくはこれに基づく命令に特別の定めがある場合

を除くほか、この条例の定めるところによる。

第２章 保有主体の責務等

（県の責務）

第５条 県は、第３条に規定する基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、県（県が設立した地方独

立行政法人（地方独立行政法人法（平成15年法律第118号）第２条第１項に規定する地方独立行政法人をい

う。）並びに鳥取県住宅供給公社及び鳥取県土地開発公社を含む。）が保有する歴史公文書等を適切に保存

し、及び利用に供するものとする。

２ 県は、市町村及び県民等に対し、必要に応じ、歴史公文書等の保存及び利用に関する協力を行うものとす

る。

（市町村の役割）

第６条 市町村は、基本理念にのっとり、その保有する歴史公文書等の保存及び利用に関し、適切な措置を講ず

るものとする。

２ 市町村は、必要に応じ、歴史公文書等に関する県の取組に協力するとともに、県民等に対し、歴史公文書等

の保存及び利用に関する協力を行うよう努めるものとする。

（県民等の役割）
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第７条 県民等は、基本理念にのっとり、県及び市町村と協力しながら、その保有する歴史公文書等を適切に保

存するよう努めるとともに、できるだけこれを公開する等その文化的活用に努めるものとする。

（災害時等における措置）

第８条 県は、災害が発生したときその他歴史公文書等の滅失又は破損のおそれがあると認められるときは、そ

の保有主体その他の関係者との連携と協力により、必要に応じ、当該歴史公文書等の一時的な保管場所の確保

その他の適切な措置を講ずるものとする。

第３章 鳥取県立公文書館

（設置等）

第９条 鳥取県公文書等の管理に関する条例（平成23年鳥取県条例第52号）第２条第４号に規定する特定歴史公

文書等（以下「特定歴史公文書等」という。）を保存し、県民の利用に供するとともに、歴史公文書等に関連

する調査研究を行うため、鳥取県立公文書館（以下「公文書館」という。）を鳥取市に設置する。

２ 公文書館は、県、市町村及び県民等が相互に連携し、協力して行う歴史公文書等の保存及び利用に関する取

組において中心的役割を果たすものとする。

（業務）

第10条 公文書館は、次に掲げる業務を行う。

(１) 特定歴史公文書等を保存し、及び一般の利用に供すること。

(２) 歴史公文書等の保存及び利用に関する調査研究を行うこと。

(３) 歴史公文書等の保存及び利用に関する研修を行うこと。

(４) 県の施策その他県政に係る歴史的事実に関する調査研究及び情報の提供を行うこと。

(５) 歴史公文書等の保有主体に対し、必要に応じ、その保存及び利用に関する専門的な情報の提供、技術的

な助言その他の協力を行うこと。

(６) 前各号に掲げるもののほか、公文書館の設置の目的を達成するために必要な業務

（開館時間）

第11条 公文書館の開館時間は、午前９時から午後５時までとする。

２ 公文書館の館長（以下単に「館長」という。）は、特に必要があると認めるときは、前項の規定にかかわら

ず、臨時に開館時間を変更することができる。

３ 館長は、前項の規定により開館時間を変更するときは、あらかじめその旨を掲示しなければならない。

（休館日）

第12条 公文書館の休館日は、次のとおりとする。ただし、公文書館のうち県政資料の展示の用に供する区画に

ついては、第１号に掲げる日のうち、その日が月の末日（12月にあっては、同月28日）に当たらない日を除く

ものとする。

(１) 日曜日及び土曜日

(２) 国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日

(３) １月２日及び同月３日並びに12月29日から同月31日までの日

２ 館長は、特に必要があると認めるときは、前項の規定にかかわらず、臨時に休館し、又は休館日に開館する

ことができる。

３ 前条第３項の規定は、前項の規定により臨時に休館し、又は休館日に開館する場合について準用する。

（行為の制限等）

第13条 公文書館においては、次に掲げる行為をしてはならない。

(１) 公文書館の施設又は設備を毀損し、若しくは汚損し、又はそのおそれのある行為をすること。

(２) 歴史公文書等を改ざんし、汚損し、若しくは破損し、又はそのおそれのある行為をすること。

(３) 他の利用者に迷惑を及ぼし、又はそのおそれのある行為をすること。

(４) 喫煙又は飲食をすること。

(５) 寄附の勧誘をし、又は署名活動を行うこと。

(６) 物品の販売を行うこと。
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(７) 前各号に掲げるもののほか、館長が定める行為

２ 館長は、前項の規定に違反し、又はそのおそれのある者に対しては、公文書館への入館を拒み、又は公文書

館からの退去を命ずることができる。

（委任）

第14条 この条例に定めるもののほか、公文書館の管理に関し必要な事項は、館長が定める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成29年４月１日から施行する。

（鳥取県立公文書館の設置及び管理に関する条例の廃止）

２ 鳥取県立公文書館の設置及び管理に関する条例（平成２年鳥取県条例第６号）は、廃止する。
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鳥取県控除対象特定非営利活動法人の指定手続等に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成28年12月22日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県条例第55号

鳥取県控除対象特定非営利活動法人の指定手続等に関する条例の一部を改正する条例

鳥取県控除対象特定非営利活動法人の指定手続等に関する条例（平成25年鳥取県条例第４号）の一部を次のよ

うに改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（指定手続の申出） （指定手続の申出）

第３条 略 第３条 略

２ 略 ２ 略

３ 知事は、第１項の申出書の提出があったときは、 ３ 知事は、第１項の申出書の提出があったときは、

遅滞なく、その旨及び当該申出書の提出があった年 遅滞なく、その旨及び当該申出書の提出があった年

月日を公表するとともに、前項各号に掲げる書類 月日を公告するとともに、前項各号に掲げる書類

を、当該申出書を受理した日から１月間、規則で定 を、当該申出書を受理した日から１月間、規則で定

める場所において公衆の縦覧に供しなければならな める場所において公衆の縦覧に供しなければならな

い。 い。

（申出書の添付書類の備置き等） （申出書の添付書類の備置き等）

第９条 略 第９条 略

２ 控除対象特定非営利活動法人は、毎事業年度初め ２ 控除対象特定非営利活動法人は、毎事業年度初め

の３月以内に、規則で定めるところにより、次に掲 の３月以内に、規則で定めるところにより、次に掲

げる書類を作成し、これらを、その作成の日から起 げる書類を作成し、翌々事業年度の末日までの間、

算して５年が経過した日を含む事業年度の末日まで 主たる事務所及び県内の事務所に備え置かなければ

の間、主たる事務所及び県内の事務所に備え置かな ならない。

ければならない。

(１)～(４) 略 (１)～(４) 略

３ 控除対象特定非営利活動法人は、助成金の支給を ３ 控除対象特定非営利活動法人は、助成金の支給を

行ったときは、遅滞なく、規則で定めるところによ 行ったときは、遅滞なく、規則で定めるところによ

り、その助成の実績を記載した書類を作成し、その り、その助成の実績を記載した書類を作成し、その

作成の日から起算して５年が経過した日を含む事業 作成の日から起算して３年が経過する日の属する事

年度の末日までの間、主たる事務所及び県内の事務 業年度の末日までの間、主たる事務所及び県内の事

所に備え置かなければならない。 務所に備え置かなければならない。

４・５ 略 ４・５ 略

（役員報酬規程等の公開） （役員報酬規程等の公開）

第11条 知事は、控除対象特定非営利活動法人から提 第11条 知事は、控除対象特定非営利活動法人から提

出を受けた第３条第２項各号に掲げる書類又は第９ 出を受けた第３条第２項各号に掲げる書類又は第９

条第２項第２号から第４号までに掲げる書類若しく 条第２項第２号から第４号までに掲げる書類若しく

は同条第３項の書類(過去５年間に提出を受けたも は同条第３項の書類(過去３年間に提出を受けたも

のに限る。)について閲覧又は謄写の請求があった のに限る。)について閲覧又は謄写の請求があった

ときは、規則で定めるところにより、これを閲覧さ ときは、規則で定めるところにより、これを閲覧さ
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せ、又は謄写させなければならない。 せ、又は謄写させなければならない。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成29年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例の施行の日前に開始する事業年度又は支給する助成金に係る書類については、この条例による改正

後の鳥取県控除対象特定非営利活動法人の指定手続等に関する条例第９条第２項及び第３項並びに第11条の規

定にかかわらず、なお従前の例による。
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職員の勤務時間、休暇等に関する条例等の一部を改正する条例をここに公布する。

平成28年12月22日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県条例第56号

職員の勤務時間、休暇等に関する条例等の一部を改正する条例

（職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正）

第１条 職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成６年鳥取県条例第35号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（育児又は介護を行う職員の深夜勤務及び時間外勤務 （育児又は介護を行う職員の深夜勤務及び時間外勤務

の制限） の制限）

第10条 略 第10条 略

２ 略 ２ 略

３ 任命権者は、小学校就学の始期に達するまでの子 ３ 任命権者は、小学校就学の始期に達するまでの子

のある職員が、人事委員会規則で定めるところによ のある職員が、人事委員会規則で定めるところによ

り、当該子を養育するために請求した場合には、当 り、当該子を養育するために請求した場合には、当

該請求をした職員の業務を処理するための措置を講 該請求をした職員の業務を処理するための措置を講

ずることが著しく困難である場合を除き、１月につ ずることが著しく困難である場合を除き、１月につ

いて24時間、１年について150時間を超えて、前条 いて24時間、１年について150時間を超えて、前条

第２項に規定する勤務（災害その他避けることので 第２項に規定する勤務（災害その他避けることので

きない事由に基づく臨時の勤務を除く。第６項にお きない事由に基づく臨時の勤務を除く。第５項にお

いて同じ。）をしないことを承認しなければならな いて同じ。）をしないことを承認しなければならな

い。 い。

４ 略 ４ 略

５ 任命権者は、要介護者のある職員が、人事委員会

規則で定めるところにより、当該要介護者を介護す

るために請求した場合には、前条第２項に規定する

勤務をしないことを承認しなければならない。ただ

し、公務の運営に支障があるときは、この限りでな

い。

６ 略 ５ 略

（無給休暇） （無給休暇）

第17条 無給休暇は、次のとおりとする。 第17条 無給休暇は、次のとおりとする。

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略

(４) 介護時間 職員が、要介護者の介護をするた

め、１日の勤務時間の一部を勤務しないことが相

当であると認められる場合における休暇

２ 無給休暇の期間は、次の各号に掲げる休暇の区分 ２ 無給休暇の期間は、次の各号に掲げる休暇の区分

に応じ、当該各号に定める期間とする。 に応じ、当該各号に定める期間とする。

(１) 介護休暇 要介護者の各々が介護を必要とす (１) 介護休暇 要介護者の各々が介護を必要とす

る一の継続する状態ごとに、３回を超えず、か る一の継続する状態ごとに連続する６月の期間内

つ、通算して６月を超えない範囲内で指定する期 において必要と認められる期間
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間（以下「指定期間」という。）内において必要

と認められる期間

(２)・(３) 略 (２)・(３) 略

(４) 介護時間 要介護者の各々が介護を必要とす

る一の継続する状態ごとに、連続する３年の期間

（当該要介護者に係る指定期間と重複する期間を

除く。）内において、１日につき２時間の範囲内

で必要と認められる期間

３ 介護休暇、子育て部分休暇及び介護時間について ３ 介護休暇及び子育て部分休暇については、職員の

は、職員の給与に関する条例第12条の規定にかかわ 給与に関する条例第12条の規定にかかわらず、その

らず、その勤務しない１時間につき、同条例第16条 勤務しない１時間につき、同条例第16条第１項に規

第１項に規定する勤務１時間当たりの給与額を減額 定する勤務１時間当たりの給与額を減額する。

する。

４～６ 略 ４～６ 略

（県費負担教職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正）

第２条 県費負担教職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成６年鳥取県条例第36号）の一部を次のように改

正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（育児又は介護を行う職員の深夜勤務及び時間外勤務 （育児又は介護を行う職員の深夜勤務及び時間外勤務

の制限） の制限）

第８条 略 第８条 略

２ 略 ２ 略

３ 市町村教育委員会は、小学校就学の始期に達する ３ 市町村教育委員会は、小学校就学の始期に達する

までの子のある職員が、人事委員会規則で定めると までの子のある職員が、人事委員会規則で定めると

ころにより、当該子を養育するために請求した場合 ころにより、当該子を養育するために請求した場合

には、当該請求をした職員の業務を処理するための には、当該請求をした職員の業務を処理するための

措置を講ずることが著しく困難である場合を除き、 措置を講ずることが著しく困難である場合を除き、

１月について24時間、１年について150時間を超え １月について24時間、１年について150時間を超え

て、前条第２項に規定する勤務（災害その他避ける て、前条第２項に規定する勤務（災害その他避ける

ことのできない事由に基づく臨時の勤務を除く。第 ことのできない事由に基づく臨時の勤務を除く。第

６項において同じ。）をしないことを承認しなけれ ５項において同じ。）をしないことを承認しなけれ

ばならない。 ばならない。

４ 略 ４ 略

５ 市町村教育委員会は、要介護者のある職員が、人

事委員会規則で定めるところにより、当該要介護者

を介護するために請求した場合には、前条第２項に

規定する勤務をしないことを承認しなければならな

い。ただし、公務の運営に支障があるときは、この

限りでない。

６ 略 ５ 略

（無給休暇） （無給休暇）
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第15条 無給休暇は、次のとおりとする。 第15条 無給休暇は、次のとおりとする。

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略

(４) 介護時間 職員が、要介護者の介護をするた

め、１日の勤務時間の一部を勤務しないことが相

当であると認められる場合における休暇

２ 無給休暇の期間は、次の各号に掲げる休暇の区分 ２ 無給休暇の期間は、次の各号に掲げる休暇の区分

に応じ、当該各号に定める期間とする。 に応じ、当該各号に定める期間とする。

(１) 介護休暇 要介護者の各々が介護を必要とす (１) 介護休暇 要介護者の各々が介護を必要とす

る一の継続する状態ごとに、３回を超えず、か る一の継続する状態ごとに連続する６月の期間内

つ、通算して６月を超えない範囲内で指定する期 において必要と認められる期間

間（以下「指定期間」という。）内において必要

と認められる期間

(２)・(３) 略 (２)・(３) 略

(４) 介護時間 要介護者の各々が介護を必要とす

る一の継続する状態ごとに、連続する３年の期間

（当該要介護者に係る指定期間と重複する期間を

除く。）内において、１日につき２時間の範囲内

で必要と認められる期間

３ 介護休暇、子育て部分休暇及び介護時間について ３ 介護休暇及び子育て部分休暇については、職員の

は、職員の給与に関する条例第12条の規定にかかわ 給与に関する条例第12条の規定にかかわらず、その

らず、その勤務しない１時間につき、同条例第16条 勤務しない１時間につき、同条例第16条第１項に規

第１項に規定する勤務１時間当たりの給与額を減額 定する勤務１時間当たりの給与額を減額する。

する。

４～６ 略 ４～６ 略

（職員の育児休業等に関する条例の一部改正）

第３条 職員の育児休業等に関する条例（平成４年鳥取県条例第６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（育児休業をすることができない職員） （育児休業をすることができない職員）

第２条 略 第２条 略

（育児休業法第２条第１項の条例で定める者）

第２条の２ 育児休業法第２条第１項の条例で定める

者は、児童福祉法（昭和22年法律第164号）第27条

第１項第３号の規定により同法第６条の４第２項に

規定する養育里親である職員に委託されている児童

のうち、当該児童の親その他の同法第27条第４項に

規定する者の意に反するため、当該職員が養子縁組

によって養親となることができない者とする。

（育児休業法第２条第１項の条例で定める日） （育児休業法第２条第１項の条例で定める日）

第２条の３ 略 第２条の２ 略
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附 則

この条例は、平成29年１月１日から施行する。
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鳥取県特別医療費助成条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成28年12月22日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県条例第57号

鳥取県特別医療費助成条例の一部を改正する条例

鳥取県特別医療費助成条例（昭和48年鳥取県条例第27号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（一部負担金） （一部負担金）

第４条 前条第２項第２号の一部負担金の額は、健康 第４条 前条第２項第２号の一部負担金の額は、健康

保険法第63条第３項第１号に規定する保険医療機関 保険法第63条第３項第１号に規定する保険医療機関

（以下「保険医療機関」という。）又は同法第88条 （以下「保険医療機関」という。）又は同法第88条

第１項に規定する訪問看護事業を行う事業所（以下 第１項に規定する訪問看護事業を行う事業所ごと

「訪問看護事業所」という。）ごとに、それぞれ１ に、それぞれ１月につき同法第76条第２項及び第３

月につき同法第76条第２項及び第３項又は第88条第 項又は第88条第４項及び第５項の規定により算定さ

４項及び第５項の規定により算定された額（障害者 れた額（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための 支援するための法律施行令（平成18年政令第10号）

法律施行令（平成18年政令第10号）第35条第１号に 第35条第１号に規定する高額治療継続者にあって

規定する高額治療継続者にあっては、その者が支給 は、その者が支給認定を受けた自立支援医療の種類

認定を受けた自立支援医療の種類に係るものを除 に係るものを除く。）に100分の10を乗じて得た額

く。）に100分の10を乗じて得た額（その額に５円未 （その額に５円未満の端数があるときはこれを切り

満の端数があるときはこれを切り捨て、５円以上10 捨て、５円以上10円未満の端数があるときはこれを

円未満の端数があるときはこれを10円に切り上げた 10円に切り上げた額）とする。

額）とする。

２ 前項の一部負担金の額は、保険医療機関又は訪問 ２ 前項の一部負担金の額は、保険医療機関又は健康

看護事業所ごとに、それぞれ１月につき、次の表の 保険法第88条第１項に規定する訪問看護事業を行う

左欄に掲げる区分に応じ同表の右欄に定める額を上 事業所ごとに、それぞれ１月につき、次の表の左欄

限とする。 に掲げる区分に応じ同表の右欄に定める額を上限と

する。

医療 一部負担金上限額 医療 一部負担金上限額

を受 健康保険法第63 健康保険法第63条第１項第 を受 健康保険法第63 健康保険法第63条第１項第

ける 条第１項第５号 １号から第４号までに掲げ ける 条第１項第５号 １号から第４号までに掲げ

者の に 掲 げ る 給 付 る給付（同項第５号に掲げ 者の に掲げる給付 る給付（同項第５号に掲げ

区分 （以下「入院給 る給付に伴うものを除く。 区分 （以下「入院給 る給付に伴うものを除く。

付」という。） 以 下 「 外 来 給 付 」 と い 付」という。） 以 下 「 外 来 給 付 」 と い

の場合 う。）又は同法第88条第１ の場合 う。）又は同法第88条第１

項の訪問看護療養費の給付 項の訪問看護療養費の給付

（以下「訪問看護療養給 の場合

付」という。）の場合

略 略

３ 前条第２項第３号の一部負担金の額は、保険医療 ３ 前条第２項第３号の一部負担金の額は、保険医療

機関又は訪問看護事業所ごとに、入院給付にあって 機関ごとに、入院給付にあっては、健康保険法施行

は、健康保険法施行令（大正15年勅令第243号）第43 令（大正15年勅令第243号）第43条第１項第１号ホ



- 16 -

平成28年12月22日 木曜日 鳥 取 県 公 報 号外第117号

条第１項第１号ホ又は第２号ハ若しくはニの規定に 又は第２号ハ若しくはニの規定による認定を受けて

よる認定を受けている者その他の規則で定める者 いる者その他の規則で定める者（第５項に規定する

（第５項に規定する者を除く。）が同一の月に同一 者を除く。）が同一の月に同一の保険医療機関にお

の保険医療機関において入院給付を16日以上受けた いて入院給付を16日以上受けたときの16日目以降の

ときの16日目以降の入院給付を除き１日につき1,200 入院給付を除き１日につき1,200円、外来給付にあ

円、外来給付又は訪問看護療養給付にあっては、同 っては、同一の月に同一の保険医療機関において外

一の月に同一の保険医療機関又は訪問看護事業所に 来給付を５回以上受けたときの５回目以降の外来給

おいて外来給付又は訪問看護療養給付を５回以上受 付を除き１日につき530円とする。

けたときの５回目以降の外来給付又は訪問看護療養

給付を除き１日につき530円とする。

４ 前項の一部負担金の額は、保険医療機関又は訪問 ４ 前項の一部負担金の額は、保険医療機関ごとに、

看護事業所ごとに、外来給付にあっては健康保険法 外来給付にあっては健康保険法第76条第２項又は第

第76条第２項又は第３項の規定により算定した額に ３項の規定により算定した額に社会保険各法に定め

社会保険各法に定める被保険者負担割合を乗じて得 る被保険者負担割合を乗じて得た額（その額に５円

た額（その額に５円未満の端数があるときはこれを 未満の端数があるときはこれを切り捨て、５円以上

切り捨て、５円以上10円未満の端数があるときはこ 10円未満の端数があるときはこれを10円に切り上げ

れを10円に切り上げた額とする。）を、訪問看護療 た額とする。）を、健康保険法施行令第41条第９項

養給付にあっては健康保険法第88条第４項の規定に に規定する厚生労働大臣が定める疾病に係る社会保

より算定した額に社会保険各法に定める被保険者負 険各法の規定による認定を受けている者が受けた入

担割合を乗じて得た額（その額に５円未満の端数が 院給付にあっては１月につき１万円(同令第42条第

あるときはこれを切り捨て、５円以上10円未満の端 ９項第２号に該当する者にあっては、２万円）を上

数があるときはこれを10円に切り上げた額とす 限とする。

る。）を、健康保険法施行令第41条第９項に規定す

る厚生労働大臣が定める疾病に係る社会保険各法の

規定による認定を受けている者が受けた入院給付に

あっては１月につき１万円（同令第42条第９項第２

号に該当する者にあっては、２万円）を上限とす

る。

５・６ 略 ５・６ 略

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成29年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の鳥取県特別医療費助成条例の規定は、この条例の施行の日以後に受ける医療に係る医療費の助成に

ついて適用し、同日前に受けた医療に係る医療費の助成については、なお従前の例による。
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鳥取県薬物の濫用の防止に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成28年12月22日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県条例第58号

鳥取県薬物の濫用の防止に関する条例の一部を改正する条例

鳥取県薬物の濫用の防止に関する条例（平成25年鳥取県条例第６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（定義） （定義）

第２条 この条例において「薬物」とは、次に掲げる 第２条 この条例において「薬物」とは、次に掲げる

物をいう。 物をいう。

(１)・(２) 略 (１)・(２) 略

(３) 麻薬及び向精神薬取締法（昭和28年法律第14 (３) 麻薬及び向精神薬取締法（昭和28年法律第14

号）第２条第１号に規定する麻薬、同条第４号に 号）第２条第１号に規定する麻薬、同条第４号に

規定する麻薬原料植物（以下「麻薬原料植物」と 規定する麻薬原料植物及び同条第６号に規定する

いう。）及び同条第６号に規定する向精神薬 向精神薬

(４) あへん法（昭和29年法律第71号）第３条第１ (４) あへん法（昭和29年法律第71号）第３条第１

号に規定するけし（以下「けし」という。）、同 号に規定するけし、同条第２号に規定するあへん

条第２号に規定するあへん及び同条第３号に規定 及び同条第３号に規定するけしがら

するけしがら

(５)～(７) 略 (５)～(７) 略

（県の責務） （県の責務）

第３条 県は、薬物の濫用の防止に関する施策を総合 第３条 県は、薬物の濫用の防止に関する施策を総合

的かつ計画的に推進する責務を有する。 的かつ計画的に推進する責務を有する。

２ 知事は、次に掲げる措置をとるものとする。

(１) 大麻取締法第１条に規定する大麻草の栽培の

免許はしない。

(２) 麻薬原料植物の栽培を行おうとする者に対し

ては、麻薬及び向精神薬取締法第２条第20号に規

定する麻薬研究者の免許はしない。

(３) 厚生労働大臣に対するけしの栽培の許可の申

請については、許可すべきではない旨の意見を付

す。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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鳥取県営住宅の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成28年12月22日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県条例第59号

鳥取県営住宅の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例

鳥取県営住宅の設置及び管理に関する条例（昭和34年鳥取県条例第49号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線及び太枠で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第１（第２条の２関係） 別表第１（第２条の２関係）

名称 位置 名称 位置

略 略

行徳団地 鳥取市行徳三丁目 行徳団地 鳥取市行徳三丁目

宇倍野第１団地 鳥取市国府町町屋

略 略

土師百井団地 八頭郡八頭町土師百井 土師百井団地 八頭郡八頭町土師百井

宮岡団地 八頭郡八頭町国中

略 略

別表第２（第26条関係） 別表第２（第26条関係）

名称 管理を行わせる者 名称 管理を行わせる者

倉田団地 高草団地 西品治 鳥取市 倉田団地 高草団地 西品治 鳥取市

団地 湖南団地 美穂第１団 団地 湖南団地 美穂第１団

地 美穂第２団地 円通寺団 地 美穂第２団地 円通寺団

地 国安南団地 宇倍野第２ 地 国安南団地 宇倍野第１

団地 西郷団地 ほきもと団 団地 宇倍野第２団地 西郷

地 宝木団地 団地 ほきもと団地 宝木団

地

土師百井団地 船岡団地 隼 八頭町 土師百井団地 宮岡団地 船 八頭町

団地 中南団地 岡団地 隼団地 中南団地

略 略

附 則

この条例は、公布日から施行する。
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貸付金の返還に係る債務の免除に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成28年12月22日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県条例第60号

貸付金の返還に係る債務の免除に関する条例の一部を改正する条例

貸付金の返還に係る債務の免除に関する条例（昭和44年鳥取県条例第35号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

知事は、次の表の左欄に掲げる貸付金の貸付けを受 知事は、次の表の左欄に掲げる貸付金の貸付けを受

けた者（以下「借受者」という。）が同表の中欄に掲 けた者（以下「借受者」という。）が同表の中欄に掲

げる免除の条件に適合する場合は、それぞれ同表の右 げる免除の条件に適合する場合は、それぞれ同表の右

欄に掲げる免除の範囲内においてその返還に係る債務 欄に掲げる免除の範囲内においてその返還に係る債務

を免除することができる。 を免除することができる。

貸付金の種類 免除 免除 貸付金の種類 免除 免除

の条 の範 の条 の範

件 囲 件 囲

略 略

医師 県内における医師の確保を図る 略 医師 県内における医師の確保を図る 略

養成 ため、大学（学校法人自治医科大 養成 ため、大学（学校法人自治医科大

確保 学を除く。以下この項において同 確保 学を除く。以下この項において同

奨学 じ。）において医学を専攻する者 奨学 じ。）において医学を専攻する者

金 で、将来県内の知事が指定する病 金 で、将来県内の知事が指定する病

院又は県内の地方公共団体が設置 院（知事が特に指定する病院にあ

する診療所（以下「指定病院等」 っては、知事が指定する診療科

という。）において医師の業務に （以下「特定診療科」という。）

従事しようとするものに対して貸 に限る。）又は県内の地方公共団

し付ける資金 体が設置する診療所（以下「指定

病院等」という。）において医師

の業務に従事しようとするものに

対して貸し付ける資金

略 略

臨床 県内における知事が指定する診 略 臨床 県内における特定診療科の医師 略

研修 療科（以下「特定診療科」とい 研修 の確保を図るため、県内で臨床研

医研 う。）の医師の確保を図るため、 医研 修を受ける医師で、当該臨床研修

修資 県内で臨床研修を受ける医師で、 修資 修了後指定病院等の特定診療科に

金貸 当該臨床研修修了後指定病院等の 金貸 おいて医師の業務に従事しようと

付金 特定診療科において医師の業務に 付金 するものに対して貸し付ける資金

従事しようとするものに対して貸

し付ける資金

略 略

備考 備考

１ 略 １ 略

２ 医師養成確保奨学金の項免除の条件の欄第１ ２ 医師養成確保奨学金の項免除の条件の欄第１
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号に規定する猶予期間とは、次に掲げる期間を 号に規定する猶予期間とは、次に掲げる期間を

いう。 いう。

(１)・(２) 略 (１)・(２) 略

(３) 知事が特に指定する病院の特定診療科以

外の診療科において常勤医師としての業務に

従事する者にあっては、前２号に規定する期

間に当該業務に従事する期間（３年を上限と

する。）を加えた期間

(３) 略 (４) 略

３ 略 ３ 略

４ 医師養成確保奨学金の項の免除の条件の欄第 ４ 医師養成確保奨学金の項の免除の条件の欄第

１号の規定による常勤医師としての業務に従事 １号の規定による常勤医師としての業務に従事

した期間の計算については、知事が特に指定す した期間の計算については、知事が特に指定す

る病院において常勤医師としての業務に従事す る病院の特定診療科において常勤医師としての

る期間は３年を上限とし、県内の病院が管理を 業務に従事する期間は３年を上限とし 県内の、

行う臨床研修を受けた期間があるときはその期 病院が管理を行う臨床研修を受けた期間がある

間（その期間が２年を超えるときは２年とし、 ときはその期間（その期間が２年を超えるとき

奨学金の貸与を受けた期間が２年未満のときは は２年とし、奨学金の貸与を受けた期間が２年

１年とする。）を加えるものとする。 未満のときは１年とする。）を加えるものとす

る。

附 則

(施行期日)

１ この条例は、公布の日から施行する。

(経過措置)

２ 改正後の貸付金の返還に係る債務の免除に関する条例の規定は、この条例の施行の日以後の債務の免除から

適用する。
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鳥取県手数料徴収条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成28年12月22日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県条例第61号

鳥取県手数料徴収条例の一部を改正する条例

鳥取県手数料徴収条例（平成12年鳥取県条例第37号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（手数料の徴収） （手数料の徴収）

第２条 略 第２条 略

２ 次の各号に掲げる手数料については、当該各号に ２ 次の各号に掲げる手数料については、当該各号に

定める者に納めなければならない。この場合におい 定める者に納めなければならない。この場合におい

ては、当該手数料は、その者の収入とする。 ては、当該手数料は、その者の収入とする。

(１)～(５の２) 略 (１)～(５の２) 略

(６) 食鳥検査法第21条第１項の規定により知事の (６) 食鳥検査法第21条第１項の規定により厚生労

指定する者に食鳥検査に関する事務を行わせる場 働大臣の指定する者に食鳥検査に関する事務を行

合における前項第109号の手数料 食鳥検査に関 わせる場合における前項第109号の手数料 食鳥

する事務を行う者 検査に関する事務を行う者

(７)～(17) 略 (７)～(17) 略

附 則

この条例は、平成29年４月１日から施行する。
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警察署の名称、位置及び管轄区域に関する条例及び鳥取県警察署協議会条例の一部を改正する条例をここに公

布する。

平成28年12月22日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県条例第62号

警察署の名称、位置及び管轄区域に関する条例及び鳥取県警察署協議会条例の一部を改正する条例

（警察署の名称、位置及び管轄区域に関する条例の一部改正）

第１条 警察署の名称、位置及び管轄区域に関する条例（昭和29年鳥取県条例第30号）の一部を次のように改正

する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表 別表

警察署の名称、位置及び管轄区域 警察署の名称、位置及び管轄区域

名称 位置 管轄区域 名称 位置 管轄区域

略 略

鳥取県琴浦大山 東伯郡 東伯郡のうち琴浦町及 鳥取県八橋警察 東伯郡 東伯郡のうち琴浦町及

警察署 琴浦町 び西伯郡のうち大山町 署 琴浦町 び西伯郡のうち大山町

略 略

備考 この表における旧八頭郡河原町、旧八頭郡 備考 この表における旧岩美郡福部村、旧八頭郡

用瀬町、旧八頭郡佐治村、旧気高郡気高町、旧 河原町、旧八頭郡用瀬町、旧八頭郡佐治村、旧

気高郡鹿野町及び旧気高郡青谷町の名称及びそ 気高郡気高町、旧気高郡鹿野町及び旧気高郡青

の区域は、平成16年10月31日におけるものを示 谷町の名称及びその区域は、平成16年10月31日

す。 におけるものを、旧西伯郡中山町の名称及びそ

の区域は、平成17年３月27日におけるものをそ

れぞれ示す。

（鳥取県警察署協議会条例の一部改正）

第２条 鳥取県警察署協議会条例（平成13年鳥取県条例第８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（設置） （設置）

第２条 警察法第53条の２第１項の規定に基づき、 第２条 警察法第53条の２第１項の規定に基づき、

警察署の管轄区域内における警察の事務の処理に 警察署の管轄区域内における警察の事務の処理に

関し、警察署長の諮問に応ずるとともに、警察署 関し、警察署長の諮問に応ずるとともに、警察署

長に対して意見を述べる機関として、次の表の左 長に対して意見を述べる機関として、次の表の左

欄に掲げる警察署に、同表の右欄に掲げる警察署 欄に掲げる警察署に、同表の右欄に掲げる警察署

協議会（以下「協議会」という。）を置く。 協議会（以下「協議会」という。）を置く。

略 略

鳥取県琴浦大山警 鳥取県琴浦大山警察署協議会 鳥取県八橋警察署 鳥取県八橋警察署協議会

察署

略 略
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附 則

この条例は、規則で定める日から施行する。
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鳥取県警察手数料条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成28年12月22日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県条例第63号

鳥取県警察手数料条例の一部を改正する条例

鳥取県警察手数料条例（平成12年鳥取県条例第38号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（手数料の徴収） （手数料の徴収）

第２条 次の各号に掲げる事務については、申請その 第２条 次の各号に掲げる事務については、申請その

他の行為により当該事務をすることを求める者か 他の行為により当該事務をすることを求める者か

ら、当該各号に定める額の手数料を徴収する。 ら、当該各号に定める額の手数料を徴収する。

(１)～(33) 略 (１)～(33) 略

(34) 道路交通法第89条第１項の規定に基づく運転 (34) 道路交通法第89条第１項の規定に基づく運転

免許試験の実施 次の表の左欄に掲げる試験の区 免許試験の実施 次の表の左欄に掲げる試験の区

分に応じ、それぞれ同表の右欄に定める額 分に応じ、それぞれ同表の右欄に定める額

区分 金額 区分 金額

１ 大型自動車免許、中 １ 大型自動車免許又は

型自動車免許又は準中 中型自動車免許に係る

型自動車免許に係る試 試験

験

(１)・(２) 略 略 (１)・(２) 略 略

(３) 道路交通法第97 (３) 道路交通法第97

条の２第１項の規定 条の２第１項の規定

の適用を受けない場 の適用を受けない場

合 合

ア 道路交通法第97 １件につき7,050円 ア 道路交通法第97 １件につき7,400円

条第１項第２号に 条第１項第２号に

掲げる事項につい 掲げる事項につい

て行う試験（以下 て行う試験（以下

「技能試験」とい 「技能試験」とい

う。）を公安委員 う。）を公安委員

会が提供する自動 会が提供する自動

車を使用して受け 車を使用して受け

るとき。 るとき。

イ 略 略 イ 略 略

２～６ 略 略 ２～６ 略 略

(34の２) 道路交通法第89条第３項の規定に基づく (34の２) 道路交通法第89条第３項の規定に基づく

検査 次に掲げる区分に応じ、それぞれに定める 検査 次に掲げる区分に応じ、それぞれに定める

額 額

ア 大型自動車仮運転免許、中型自動車仮運転免 ア 大型自動車仮運転免許又は中型自動車仮運転

許又は準中型自動車仮運転免許を受けている者 免許を受けている者に対するもの

に対するもの
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(ア) 公安委員会が提供する自動車を使用して (ア) 公安委員会が提供する自動車を使用して

受けるとき １件につき6,700円 受けるとき １件につき6,650円

(イ) (ア)以外のとき １件につき4,050円 (イ) (ア)以外のとき １件につき3,650円

イ 略 イ 略

(35)～(38) 略 (35)～(38) 略

(39) 道路交通法第99条の２第４項第１号イの規定 (39) 道路交通法第99条の２第４項第１号イの規定

に基づく審査 次に掲げる区分に応じ、それぞれ に基づく審査 次に掲げる区分に応じ、それぞれ

に定める額 に定める額

ア 大型自動車免許、中型自動車免許又は準中型 ア 大型自動車免許又は中型自動車免許に係るも

自動車免許に係るもの １件につき23,100円 の １件につき23,450円（次の表の左欄に掲げ

（次の表の左欄に掲げる者である場合にあって る者である場合にあっては、その額から、同表

は、その額から、同表の右欄に定める額を減じ の右欄に定める額を減じた額）

た額）

区分 金額 区分 金額

１・２ 略 略 １・２ 略 略

３ １の項及び２の項に 13,150円 ３ １の項及び２の項に 13,500円

掲げる審査細目のいず 掲げる審査細目のいず

れをも免除される者 れをも免除される者

４～８ 略 略 ４～８ 略 略

イ～エ 略 イ～エ 略

(40) 略 (40) 略

(41) 道路交通法第99条の３第４項第１号イの規定 (41) 道路交通法第99条の３第４項第１号イの規定

に基づく審査 次に掲げる区分に応じ、それぞれ に基づく審査 次に掲げる区分に応じ、それぞれ

に定める額 に定める額

ア 大型自動車免許、中型自動車免許又は準中型 ア 大型自動車免許又は中型自動車免許に係るも

自動車免許に係るもの １件につき14,600円 の １件につき14,950円（次の表の左欄に掲げ

（次の表の左欄に掲げる者である場合にあって る者である場合にあっては、その額から、同表

は、その額から、同表の右欄に定める額を減じ の右欄に定める額を減じた額）

た額）

区分 金額 区分 金額

１・２ 略 略 １・２ 略 略

３ １の項及び２の項に 7,850円 ３ １の項及び２の項に 8,200円

掲げる審査細目のいず 掲げる審査細目のいず

れをも免除される者 れをも免除される者

４～８ 略 略 ４～８ 略 略

イ～エ 略 イ～エ 略

(42) 道路交通法第100条の２第１項の規定に基づ (42) 道路交通法第100条の２第１項の規定に基づ

く再試験の実施 次の表の左欄に掲げる再試験の く再試験の実施 次の表の左欄に掲げる再試験の

区分に応じ、それぞれ同表の右欄に定める額 区分に応じ、それぞれ同表の右欄に定める額

区分 金額 区分 金額

１ 準中型自動車免許に

係る再試験

(１) 道路交通法第 １件につき4,650円

100条の２第２項に

規定する準中型自動
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車の運転について必

要な技能について行

う試験を公安委員会

が提供する自動車を

使用して受けると

き。

(２) (１)以外のと １件につき2,000円

き。

２ 略 略 １ 略 略

３ 略 略 ２ 略 略

４ 略 略 ３ 略 略

(43)～(44) 略 (43)～(44) 略

(45) 道路交通法第108条の２第１項の規定に基づ (45) 道路交通法第108条の２第１項の規定に基づ

く講習の実施 次の表の左欄に掲げる講習の区分 く講習の実施 次の表の左欄に掲げる講習の区分

に応じ、それぞれ同表の右欄に定める額 に応じ、それぞれ同表の右欄に定める額

区分 金額 区分 金額

１～３ 略 略 １～３ 略 略

４ 道路交通法第108条 ４ 道路交通法第108条

の２第１項第４号に掲 の２第１項第４号に掲

げる講習 げる講習

(１) 大型自動車免 １時間につき4,100円 (１) 大型自動車免許 １時間につき4,650円

許、中型自動車免許 又は中型自動車免許

又は準中型自動車免 に係るもの

許に係るもの（準中

型自動車免許に係る

ものにあっては、普

通自動車免許を受け

ている者に対するも

のに限る。）

(２) 準中型自動車免 １時間につき3,400円

許に係るもの（普通

自動車免許を受けて

いる者に対するもの

を除く。）

(３) 略 略 (２) 略 略

５～９ 略 略 ５～９ 略 略

10 道路交通法第108条 10 道路交通法第108条

の２第１項第10号に掲 の２第１項第10号に掲

げる講習 げる講習

(１) 準中型自動車免 １時間につき2,150円

許に係るもの

(２) 略 略 (１) 略 略

(３) 略 略 (２) 略 略

(４) 略 略 (３) 略 略

(５) 略 略 (４) 略 略
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11 略 略 11 略 略

12 道路交通法第108条 12 道路交通法第108条

の２第１項第12号に掲 の２第１項第12号に掲

げる講習（同法第97条 げる講習（同法第97条

の２第１項第３号イ、 の２第１項第３号イ又

第101条の４第２項又 は第101条の４第２項

は第101条の７第４項 の規定により認知機能

の規定により認知機能 検査の結果に基づいて

検査の結果に基づいて 行うものを除く。)

行うものを除く。)

(１) 小型特殊自動車 １件につき4,650円 (１) 小型特殊自動車 １件につき5,600円

免許以外の第１種運 免許以外の第１種運

転免許又は第２種運 転免許又は第２種運

転免許を受けている 転免許を受けている

者に対するもの 者に対するもの

(２) 小型特殊自動車 １件につき2,000円 (２) 小型特殊自動車 １件につき2,250円

免許のみを受けてい 免許のみを受けてい

る者に対するもの る者に対するもの

13 道路交通法第108条 13 道路交通法第108条

の２第１項第12号に掲 の２第１項第12号に掲

げる講習（同法第97条 げる講習（同法第97条

の２第１項第３号イ又 の２第１項第３号イ又

は第101条の４第２項 は第101条の４第２項

の規定により認知機能 の規定により認知機能

検査の結果に基づいて 検査の結果に基づいて

行うものに限る。) 行うものに限る。)

(１) 小型特殊自動車 (１) 小型特殊自動車 １件につき5,200円

免許以外の第１種運 免許以外の第１種運

転免許又は第２種運 転免許又は第２種運

転免許を受けている 転免許を受けている

者に対するもの 者に対するもの

ア 個人指導を含む １件につき7,550円

もの

イ ア以外のもの １件につき4,650円

(２) 小型特殊自動車 (２) 小型特殊自動車 １件につき2,250円

免許のみを受けてい 免許のみを受けてい

る者に対するもの る者に対するもの

ア 個人指導を含む １件につき4,300円

もの

イ ア以外のもの １件につき2,000円

14 道路交通法第108条

の２第１項第12号に掲

げる講習（同法第101

条の７第４項の規定に

より認知機能検査の結



- 28 -

平成28年12月22日 木曜日 鳥 取 県 公 報 号外第117号

果に基づいて行うもの

に限る。)

(１) 小型特殊自動車 １件につき5,650円

免許以外の第１種運

転免許又は第２種運

転免許を受けている

者に対するもの

(２) 小型特殊自動車 １件につき2,400円

免許のみを受けてい

る者に対するもの

15 略 略 14 略 略

16 略 略 15 略 略

17 略 略 16 略 略

(46)～(70) 略 (46)～(70) 略

２ 略 ２ 略

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成29年３月12日から施行する。

（限定準中型自動車免許に係る経過措置）

２ 道路交通法の一部を改正する法律（平成27年法律第40号。以下「改正法」という。）附則第２条第２号の規

定により運転することができる準中型自動車が改正法による改正前の道路交通法（昭和35年法律第105号。以

下「旧法」という。）第３条の普通自動車に相当するものに限定されている準中型自動車免許とみなされる旧

法第84条第３項の普通自動車免許に係る道路交通法第100条の２第１項の規定に基づく再試験及び同法第108条

の２第１項第10号に掲げる講習に係る手数料については、改正後の鳥取県警察手数料条例（以下「新条例」と

いう。）第２条第１項第42号及び第45号の表の10の項の規定にかかわらず、なお従前の例による。

（高齢者講習に係る経過措置）

３ 免許証の有効期間が満了する日（道路交通法第101条の２第１項の規定による免許証の有効期間の更新の申

請をしようとする者にあっては当該申請をする日）における年齢が70歳以上の者であって、当該日が平成29年

９月12日前であるものに対する同法第101条の４第１項の規定により行われる同法第108条の２第１項第12号に

掲げる講習に係る手数料については、新条例第２条第１項第45号の表の12の項及び13の項の規定にかかわら

ず、なお従前の例による。
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規 則
鳥取県控除対象特定非営利活動法人の指定手続等に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布す

る。

平成28年12月22日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第59号

鳥取県控除対象特定非営利活動法人の指定手続等に関する条例施行規則の一部を改正する規則

鳥取県控除対象特定非営利活動法人の指定手続等に関する条例施行規則（平成25年鳥取県規則第７号）の一部

を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（公表、縦覧等） （公告、縦覧等）

第４条 条例第３条第３項の規定による公表は、イン 第４条 条例第３条第３項の規定による公告は、鳥取

ターネットを利用する方法により行うものとする。 県公報により行うものとする。

２～４ 略 ２～４ 略

附 則

この規則は、平成29年４月１日から施行する。
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鳥取県医師養成確保奨学金貸付規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成28年12月22日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第60号

鳥取県医師養成確保奨学金貸付規則の一部を改正する規則

鳥取県医師養成確保奨学金貸付規則（平成17年鳥取県規則第119号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（返還の免除） （返還の免除）

第11条 奨学金の返還に係る債務の免除については、 第11条 奨学金の返還に係る債務の免除については、

貸付金の返還に係る債務の免除に関する条例（昭和 貸付金の返還に係る債務の免除に関する条例（昭和

44年鳥取県条例第35号。以下「条例」という。）の 44年鳥取県条例第35号。以下「条例」という。）の

定めるところによる。 定めるところによる。

２ 条例本則の表備考４に規定する知事が特に指定す

る病院において常勤医師としての業務に従事する期

間については、次に掲げる場合に応じ、それぞれに

定める期間とする。

ア 知事が指定する診療科の業務に従事した場合

当該業務に常勤医師（条例本則の表医師養成確保

奨学金の項に規定する常勤医師をいう。以下同

じ。）として従事した期間（その期間が３年を超

えるときは、３年）

イ 知事が指定する診療科以外の業務に従事した場

合 当該業務に常勤医師として従事した期間（そ

の期間が１年を超えるときは、１年。ただし、知

事が特に認める場合は、３年を上限として知事が

認める期間）

３ 略 ２ 略

４ 略 ３ 略

（返還の債務の履行猶予） （返還の債務の履行猶予）

第12条 知事は、奨学生が臨床研修を修了した日の翌 第12条 知事は、奨学生が臨床研修を修了した日の翌

日から起算して３年を経過する日（その翌日までに 日から起算して３年を経過する日（その翌日までに

次の各号のいずれかに該当した場合にあっては、当 次の各号のいずれかに該当した場合にあっては、当

該各号に定める期間が経過する日）までの間、奨学 該各号に定める期間が経過する日）までの間、奨学

金の返還の債務の履行を猶予するものとする。 金の返還の債務の履行を猶予するものとする。

(１) 県内の病院等において常勤医師としての業務 (１) 県内の病院等において常勤医師（当該病院等

に従事した場合 当該業務に従事した期間を３年 において定める医師の勤務時間の全てを勤務し、

に加えた期間（知事が特に指定する病院において かつ、１週間当たり32時間以上勤務する医師をい

常勤医師としての業務に従事した場合にあって う。）としての業務に従事した場合 当該業務に

は、当該期間（３年を上限とする。）を条例本則 従事した期間（知事が特に指定する病院の知事が

の表備考２の(１)又は(２)に規定する期間に加え 指定する診療科の業務に従事する期間について

た期間とする。） は、３年を上限とする。）を３年に加えた期間
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(２) 略 (２) 略

２～５ 略 ２～５ 略

附 則

この規則は、公布の日から施行する。
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告 示
鳥取県告示第754号

平成17年鳥取県告示第920号（鳥取県医師養成確保奨学金貸付規則に規定する知事が指定する病院）の一部を

次のように改正する。

平成28年12月22日

鳥取県知事 平 井 伸 治

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線及び太枠で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

鳥取県医師養成確保奨学金貸付規則（平成17年鳥取 鳥取県医師養成確保奨学金貸付規則（平成17年鳥取

県規則第119号。以下「規則」という。）第１条に規 県規則第119号）第１条に規定する知事が指定する病

定する知事が指定する病院及び第12条第１項第１号に 院を次のとおり定める。

規定する知事が特に指定する病院並びに貸付金の返還

に係る債務の免除に関する条例（昭和44年鳥取県条例

第35号。以下「条例」という。）本則の表備考２の

(３)の規定によるやむを得ない理由（災害及び疾病を

除く。）により知事が必要と認める者及び当該者に係

る猶予期間を次のとおり定める。

１ 規則第１条に規定する病院等

(１) 略 １ 略

(２) 日本赤十字社、社会福祉法人恩賜財団済生 ２ 日本赤十字社、社会福祉法人恩賜財団済生会、独

会、独立行政法人労働者健康安全機構又は独立行 立行政法人労働者健康福祉機構又は独立行政法人国

政法人国立病院機構が設立する病院 立病院機構が設立する病院

名称 所在地 名称 所在地

略 略

独立行政法人労働者健康 米子市皆生新田一丁 独立行政法人労働者健康福 米子市皆生新田一丁

安全機構山陰労災病院 目８－１ 祉機構山陰労災病院 目８－１

略 略

(３) 大学の医学部附属病院 ３ 大学の医学部附属病院（小児科、産科、救急科及

び精神科に限る。）

略 略

(４) 救急病院等を定める省令（昭和39年厚生省令 ４ 救急病院等を定める省令（昭和39年厚生省令第８

第８号）第１条の規定に基づく救急病院の認定を 号）第１条の規定に基づく救急病院の認定を受けて

受けている病院（(１)及び(２)に掲げるもの並び いる病院（１及び２に掲げるもの並びに鳥取大学医

に鳥取大学医学部附属病院を除く。） 学部附属病院を除く。）

略 略

(５) 県が精神科救急医療施設として指定する病院 ５ 県が精神科救急医療施設として指定する病院

（(１)、(２)及び(４)に掲げるもの並びに鳥取大 （１、２及び４に掲げるもの並びに鳥取大学医学部

学医学部附属病院を除く。） 附属病院を除く。）

略 略

(６) 回復期リハビリテーション病棟入院料が健康 ６ 回復期リハビリテーション病棟入院料が健康保険

保険法（大正11年法律第70号）第63条第１項に規 法（大正11年法律第70号）第63条第１項に規定する

定する療養の給付の対象となる病院（(１)から 療養の給付の対象となる病院（１から５までに掲げ
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(５)までに掲げるものを除く。） るものを除く。）

略 略

２ 規則第11条第２項に規定する病院及び診療科

(１) 規則第11条第２項アに該当するもの

名称 所在地

鳥取大学医学部附属病院 米子市西町36－１

（小児科、産科、救急科

及び精神科並びに知事が

特に認める診療科（知事

が特に認める医師に限

る。））

(２) 規則第11条第２項イに該当するもの

名称 所在地

鳥取大学医学部附属病院 米子市西町36－１

（アに掲げる診療科以外

の診療科）

３ 規則第12条第１項第１号に規定する病院

名称 所在地

鳥取大学医学部附属病院 米子市西町36－１

４ 条例本則の表備考２(３)の規定によるやむを得な

い理由（災害及び疾病を除く。）により知事が必要

と認める者は、当分の間、３に掲げる病院において

常勤医師としての業務に従事する者とし、当該者に

ついて定める猶予期間は、同表備考２の(１)又は

(２)に規定する期間に当該業務に従事する期間（３

年を上限とする。）を加えた期間とする。

附 則

この告示は、平成28年12月22日から施行する。

……………………………………………………………………………………………………………………………………

鳥取県告示第755号

平成22年鳥取県告示第42号（鳥取県臨時特例医師確保対策奨学金貸付規則による病院の指定）の一部を次のよ

うに改正する。

平成28年12月22日

鳥取県知事 平 井 伸 治

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

１ 略 １ 略

２ 日本赤十字社、社会福祉法人恩賜財団済生会、独 ２ 日本赤十字社、社会福祉法人恩賜財団済生会、独

立行政法人労働者健康安全機構又は独立行政法人国 立行政法人労働者健康福祉機構又は独立行政法人国

立病院機構が設立する病院 立病院機構が設立する病院

名称 所在地 名称 所在地

略 略

独立行政法人労働者健康安 米子市皆生新田一丁 独立行政法人労働者健康福 米子市皆生新田一丁
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全機構山陰労災病院 目８－１ 祉機構山陰労災病院 目８－１

略 略

３～６ 略 ３～６ 略

附 則

この告示は、平成28年12月22日から施行する。

……………………………………………………………………………………………………………………………………

鳥取県告示第756号

平成25年鳥取県告示第297号（鳥取県臨床研修医研修資金貸付金貸付規則による指定病院等及び特定診療科の

指定）の一部を次のように改正する。

平成28年12月22日

鳥取県知事 平 井 伸 治

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

１ 略 １ 略

２ 日本赤十字社、社会福祉法人恩賜財団済生会、独 ２ 日本赤十字社、社会福祉法人恩賜財団済生会、独

立行政法人労働者健康安全機構又は独立行政法人国 立行政法人労働者健康福祉機構又は独立行政法人国

立病院機構が設立する病院 立病院機構が設立する病院

指定病院等 指定病院等
特定診療科 特定診療科

名称 所在地 名称 所在地

略 略

独立行政法人労働 米子市皆生 独立行政法人労働 米子市皆生

者健康安全機構山 新田一丁目 〃 者健康福祉機構山 新田一丁目 〃

陰労災病院 ８－１ 陰労災病院 ８－１

略 略

３～５ 略 ３～５ 略

附 則

この告示は、平成28年12月22日から施行する。

平成28年12月22日 木曜日 鳥 取 県 公 報 号外第117号


